
北杜市営住宅総合活用計画・長寿命化計画【改定】
〈概要版〉

計画の背景と目的

本市では、合併前の旧町村時代に建設した公営住宅を引き継ぎ、これらの住宅ストッ
ク資産の適切な維持管理による施設の効率的な運用を図るため、総合活用計画及び長寿
命化計画を合わせた「北杜市営住宅総合活用計画・長寿命化計画」を平成28年6月に策定
し、各種事業に取り組んできました。
今回の改定は、既存の計画後10年を経過することから、上位・関連計画である「北杜

市公共施設等総合管理計画」「北杜市公共施設個別施設計画」との整合を図り、事業の
進捗状況などを勘案し長期的な視点をもって策定するものであります。
総合活用計画においては、「第3次北杜市総合計画」の取組概要に基づき、既存の市営

住宅を子育て支援住宅等に改修を図る計画や既存の総合活用計画を更新し、併せて整備
計画やスケジュール等を見直すことを目的とし、長寿命化計画においては、国の「公営
住宅等長寿命化計画策定指針」が改定されたことから、指針に即し、市営住宅の状況や
将来的な需要の見通しを踏まえ、住棟ごとに事業方針を定めることで、ライフサイクル
コストの縮減、修繕や更新時期の分散化、事業の平準化を図り、市営住宅の適切なマネ
ジメントを進めていくに当たり、基本方針や方向性、年次計画等を定めることを目的に
策定します。

計画の位置付け

本計画は、策定指針に基づき、「第3次北杜市総合計画」、「北杜市公共施設等総合管
理計画」、公共施設整備・再編計画等の関連計画との整合性を図りつつ、「北杜市営住
宅長寿命化計画」に基づき、これらとの整合を図ったうえで、市営住宅ストックの改修
や維持、解体は、本計画に基づき行います。

計画期間
本計画の期間は、策定指針に基づき、令和7（2025）年度から令和16（2034）年度まで

の10年間とします。 また、本計画は「北杜市総合計画」等との方針により、事業実施年
度の整合性を図りますが、社会情勢の変化や目標の達成状況、進捗状況等必要に応じて計
画の見直しを行います。

市営住宅のあり方に関する基本方針

市営住宅の課題に対応しつつ、本市の上位計画、その他の関連計画を踏まえて、市営
住宅再整備の基本理念及び基本方針等を策定します。
（１）市営住宅の基本的役割

住宅に困窮する低額所得者の居住の安定の確保を図ることを目的とします。
（２）多様な世帯の入居に配慮した住戸の整備

現在及び将来の入居者ニーズを考慮し、適切な住戸規模及び住戸タイプの供給に
努めるとともに、将来戸数を確保します。また、高齢者世帯や子育て世帯の入居に
も配慮した住戸の整備について検討します。

（３）老朽化した市営住宅の解体
上位計画である「北杜市公共施設個別施設計画」に基づき、老朽化して入居募集

を停止した空室の団地を優先的に解体することを推進します。
また、解体が完了した跡地を住宅建築等の用地として、有効活用を検討します。

（４）計画的な改修や修繕の実施
経年劣化により老朽化した建築物の内・外装や給湯設備等を定期的に取替工事を

実施して、良好な状態を維持します。
（５）防災及び減災対策

建物の耐震化及び耐火性能の向上により、総合的に防災性能の向上を検討します。
また、災害時の飲料水や消火用水の確保を図るための耐震性貯水槽等の整備を検

討します。
（６）バリアフリー化、ユニバーサルデザイン化

入居者の誰もが安全・安心に暮らせるように、手摺の設置、段差の解消等を検討
します。

（７）環境への配慮及び省エネルギー基準への適合
脱炭素社会の構築に向けて、環境負荷の少ない省エネルギー設備の導入等につい

て検討します。

本市の人口・世帯数の推移

国勢調査の結果では、本市の人口は平成12年（2000）から平成17年（2005）の5年間で
は若干増加したものの、最近20年間では約3,800人の減少で、平成12年（2000）と比較す
ると約8％の減少となっています。その反面世帯数は増加を続け、最近20年間では約
2,200世帯の増加となっています。
また、1世帯あたりの人員は最近20年間で0.54人の減少となっており、核家族化、居住

者の単身化が進んでいることが伺えます。山梨県常住人口調査によると、令和5年10月１
日現在の人口は43,225人、世帯数は19,397世帯、1世帯当りの人員は2.23人／世帯となっ
ており、上記の傾向が継続されていることが伺えます。
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計画期間の10年間における事業内容（その１） 計画期間の10年間における事業内容（その2）
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市営住宅入居応募状況

子育て支援住宅の整備に関する検討

令和元年度から令和5年度までの入居応募状況は、全体で平均応募倍率が1.08倍です。
特に平均応募倍率が高い市営住宅は、子育て支援須玉団地、大泉団地、武川団地の平均
応募倍率が3.84倍となり応募倍率が高く、今後も子育て世帯向け市営住宅の需要が見込
まれます。なお、既存の子育て支援住宅は、入居応募時に12歳以下の子供や妊娠してい
る世帯が優先的に入居可能なため、若年夫婦世帯等のニーズへの対応が求められます。

子育て支援住宅については、平成27年度に子育て支援住宅須玉団地等を建設したが、
入居応募倍率が高く入居可能な部屋数が限られた状況であります。人口減少が続く中で
も北杜市へ移住・定住を希望する子育て世帯等のニーズに対し速やかに対応するため、
建築から20年以上経過し、老朽化した既存の市営住宅を活用した子育て支援住宅への改
修を検討します。

〇子育て支援住宅に改修するための基本方針

１．住戸専用面積について

北杜市の1世帯あたりの人員は、2.33人になります。1世帯当たりの人員を3人とし

山梨県住生活基本計画における最低居住面積水準は、10㎡×3人＋10㎡＝40㎡以上の住

戸専用面積の確保が必要となります。

子育て支援住宅を除いた既存の市営住宅で住戸専用面積が最も広い住宅は、中之島団

地で80.9㎡です。なお、既存の子育て支援住宅で最も広い住宅は、大泉団地が84.8㎡に

なります。

２．子育てに配慮した市営住宅に改修するための配慮事項

（１）立地環境について

立地環境においては、小・中学校や医療機関が近く公共交通機関等の利便性が高い

地域にある市営住宅において改修を検討します。

（２）住戸専用部分の改修について

既存住宅の住戸専用面積に応じて、キッチンからリビング等室内の見通しを確保し

て子供の様子が確認できるオープンキッチンに改修を図ります。

また、部屋の配置を検討し、子供の学習スペース及び子供部屋の確保や、床をフロ

ーリングやクッションシート等に改修して容易に清掃が可能な内装に改修を図ります。

（３）外部・共有部分の改修について

夫婦で車を所有していることを想定して、2台以上の駐車スペースや外部に収納ス

ペースを確保を図ります。

共有部分の通路部において、転倒防止に配慮した段差の解消や子供の身長に応じた

手摺を設置し通行の安全確保を図ります。

また、交流スペースとしてベンチの設置、広場等の確保及びキッズルームの整備等

集会場の改修を図ります。
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既存市営住宅の住戸専用面積及び敷地面積に応じて、市内の子育て支援住宅3団地（須玉団地、大泉団地、武

川団地）と同等の改修を図ります。

●

子育て支援住宅改修イメージ

室内状況 キッチンスペース

子供部屋 学習スペース

キッズスペーストイレ

収納スペース（内部）収納スペース（外部）

市営住宅の位置

北杜市 建設部 住宅課 住宅整備担当

〒408-0188 山梨県北杜市須玉町大豆生田961-1 ℡ 0551-42-1362

email : juutaku@city.hokuto.lg.jp
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